
*出力条件
*会計年度 ： H31
*出力帳票選択 ： 財務書類
*団体区分 ： 連結
*団体／会計コード ：
*出力範囲 ： 年次
*出力金額単位 ： 百万円

（単位：百万円）

【資産の部】 【負債の部】
固定資産 1,055,169 ※ 固定負債 444,471

有形固定資産 992,183 ※ 地方債等 324,313
事業用資産 361,156 ※ 長期未払金 86

土地 162,168 退職手当引当金 26,024
土地減損損失累計額 0 損失補償等引当金 27
立木竹 3,237 その他 94,021
立木竹減損損失累計額 0 流動負債 41,394
建物 398,225 1年内償還予定地方債等 30,111
建物減価償却累計額 △ 239,199 未払金 6,217
建物減損損失累計額 0 未払費用 69
工作物 78,162 前受金 8
工作物減価償却累計額 △ 51,424 前受収益 0
工作物減損損失累計額 0 賞与等引当金 2,454
船舶 336 預り金 2,249
船舶減価償却累計額 △ 331 その他 286
船舶減損損失累計額 0 485,865
浮標等 508 【純資産の部】
浮標等減価償却累計額 △ 146 固定資産等形成分 1,084,368
浮標等減損損失累計額 0 余剰分（不足分） △ 440,978
航空機 0 他団体出資等分 △ 499
航空機減価償却累計額 0
航空機減損損失累計額 0
その他 52
その他減価償却累計額 △ 2
その他減損損失累計額 0
建設仮勘定 9,569

インフラ資産 602,403 ※

土地 170,090
土地減損損失累計額 0
建物 27,725
建物減価償却累計額 △ 16,731
建物減損損失累計額 0
工作物 911,944
工作物減価償却累計額 △ 514,384
工作物減損損失累計額 0
その他 9
その他減価償却累計額 △ 1
その他減損損失累計額 0
建設仮勘定 23,750

物品 86,000
物品減価償却累計額 △ 57,376
物品減損損失累計額 0

無形固定資産 9,685
ソフトウェア 1,164
その他 8,521

投資その他の資産 53,300
投資及び出資金 4,405

有価証券 1,124
出資金 3,126
その他 155

長期延滞債権 2,981
長期貸付金 4,160
基金 40,889

減債基金 0
その他 40,889

その他 1,136
徴収不能引当金 △ 271

流動資産 73,587 ※

現金預金 38,824
未収金 6,501
短期貸付金 0
基金 25,268 ※

財政調整基金 17,791
減債基金 7,476

棚卸資産 570
その他 2,616
徴収不能引当金 △ 192

繰延資産 0 642,890 ※

1,128,755 ※ 1,128,755

※ 下位項目との金額差は、単位未満の四捨五入によるものです。

連結貸借対照表
（令和２年３月３１日現在）

科目 金額 科目 金額

負債合計

純資産合計

資産合計 負債及び純資産合計



*出力条件
*会計年度 ： H31
*出力帳票選択 ： 財務書類
*団体区分 ： 連結
*団体／会計コード ：
*出力範囲 ： 年次
*出力金額単位 ： 百万円

（単位：百万円）

経常費用 390,194 ※

業務費用 112,904 ※

人件費 35,236
職員給与費 28,410
賞与等引当金繰入額 2,280
退職手当引当金繰入額 454
その他 4,092

物件費等 70,922
物件費 33,202
維持補修費 3,559
減価償却費 34,048
その他 113

その他の業務費用 6,745
支払利息 3,119
徴収不能引当金繰入額 24
その他 3,602

移転費用 277,290
補助金等 192,351
社会保障給付 75,239
他会計への繰出金 6,763
その他 2,937

経常収益 43,865 ※

使用料及び手数料 34,642
その他 9,222

純経常行政コスト 346,329
臨時損失 405

災害復旧事業費 195
資産除売却損 153
損失補償等引当金繰入額 0
その他 57

臨時利益 277 ※

資産売却益 231
その他 45

純行政コスト 346,458 ※

※ 下位項目との金額差は、単位未満の四捨五入によるものです。

連結行政コスト計算書
自　平成３１年４月１日

至　令和２年３月３１日

科目 金額



*出力条件
*会計年度 ： H31
*出力帳票選択 ： 財務書類
*団体区分 ： 連結
*団体／会計コード ：
*出力範囲 ： 年次
*出力金額単位 ： 百万円

（単位：百万円）

前年度末純資産残高 643,422 1,085,457 △ 442,081 46

純行政コスト（△） △ 346,458 △ 294,105 △ 52,353

財源 346,970 295,310 51,659 ※

税収等 182,643 153,435 29,208

国県等補助金 164,327 141,875 22,452

本年度差額 512 ※ 1,205 △ 693 ※

固定資産等の変動（内部変動） 104 ※ △ 104 ※

有形固定資産等の増加 48,624 △ 48,624

有形固定資産等の減少 △ 50,253 50,253

貸付金・基金等の増加 17,395 △ 17,395

貸付金・基金等の減少 △ 15,661 15,661

資産評価差額 0 0

無償所管換等 △ 1,463 △ 1,463

他団体出資等分の増加 0 0

他団体出資等分の減少 0 0

比例連結割合変更に伴う差額 148 148

その他 271 ※ 269 1

本年度純資産変動額 △ 532 ※ △ 1,089 ※ 1,102 △ 545

本年度末純資産残高 642,890 1,084,368 △ 440,978 ※ △ 499

※ 下位項目との金額差は、単位未満の四捨五入によるものです。

連結純資産変動計算書
自　平成３１年４月１日

至　令和２年３月３１日

科目 合計 固定資産
等形成分

余剰分
（不足分）

他団体出資等分



*出力条件
*会計年度 ： H31
*出力帳票選択 ： 財務書類
*団体区分 ： 連結
*団体／会計コード ：
*出力範囲 ： 年次
*出力金額単位 ： 百万円

（単位：百万円）

【業務活動収支】
業務支出 353,909

業務費用支出 76,991
人件費支出 34,276
物件費等支出 34,208
支払利息支出 3,269
その他の支出 5,238

移転費用支出 276,919 ※

補助金等支出 192,624
社会保障給付支出 75,239
他会計への繰出支出 6,763
その他の支出 2,292

業務収入 377,298
税収等収入 181,977
国県等補助金収入 154,566
使用料及び手数料収入 34,728
その他の収入 6,027

臨時支出 214 ※

災害復旧事業費支出 195
その他の支出 20

臨時収入 1,695
業務活動収支 24,869 ※

【投資活動収支】
投資活動支出 39,518 ※

公共施設等整備費支出 32,869
基金積立金支出 4,957
投資及び出資金支出 168
貸付金支出 1,517
その他の支出 8

投資活動収入 15,848
国県等補助金収入 7,686
基金取崩収入 5,851
貸付金元金回収収入 1,627
資産売却収入 521
その他の収入 163

投資活動収支 △ 23,671 ※

【財務活動収支】
財務活動支出 31,238

地方債等償還支出 30,622
その他の支出 616

財務活動収入 30,665
地方債等発行収入 30,060
その他の収入 605

財務活動収支 △ 574 ※

625 ※

36,034
94

36,752 ※

前年度末歳計外現金残高 2,128
本年度歳計外現金増減額 △ 55
本年度末歳計外現金残高 2,072 ※

本年度末現金預金残高 38,824

※ 下位項目との金額差は、単位未満の四捨五入によるものです。

前年度末資金残高
比例連結割合変更に伴う差額
本年度末資金残高

連結資金収支計算書
自　平成３１年４月１日
至　令和２年３月３１日

科目 金額

本年度資金収支額



1 重要な会計方針  

⑴ 有形固定資産及び無形固定資産の評価基準及び評価方法  

① 有形固定資産･･････････････････････････････取得原価  

ただし、開始時の評価基準及び評価方法については、次のとおりです。  

ア 昭和59年度以前に取得したもの･･･････････再調達原価  

ただし、道路、河川及び水路の敷地は備忘価額1円としています。  

イ 昭和60年度以後に取得したもの  

取得原価が判明しているもの････････････････取得原価  

取得原価が不明なもの･･････････････････････再調達原価 

ただし、取得原価が不明な道路、河川及び水路の敷地は備忘価額1円としています。  

② 無形固定資産･･････････････････････････････取得原価  

ただし、開始時の評価基準及び評価方法については、次のとおりです。 

取得原価が判明しているもの････････････････取得原価 

取得原価が不明なもの･･････････････････････再調達原価 

ただし、一般会計等を除く一部の連結対象団体（会計）においては、各団体の財務書類作

成時に適用した評価方法によっています。 

 

⑵ 有価証券及び出資金の評価基準及び評価方法 

① 満期保有目的以外の有価証券（市場価格のないもの）…取得原価 

② 出資金（市場価格のないもの）…出資金額 

ただし、一般会計等を除く一部の連結対象団体（会計）においては、各団体の財務書類作成

時に適用した評価方法によっています。 

 

⑶ 棚卸資産の評価基準及び評価方法  

個別法による低価法 

ただし、一般会計等を除く一部の連結対象団体（会計）においては、各団体の財務書類作

成時に適用した評価方法によっています。 

 

⑷ 有形固定資産等の減価償却の方法  

① 有形固定資産（リース資産を除きます。）･････････定額法  

② 無形固定資産（リース資産を除きます。）･････････定額法 

（ソフトウェアについては、見込利用期間（５年）に基づく定額法によっています。）  

③ ファイナンス・リース取引に係るリース資産（リース期間が1年以内のリース取引及び

リース契約1件あたりのリース料総額が300万円以下のファイナンス・リース取引を除

きます。） 

･･･････････自己所有の固定資産に適用する減価償却方法と同一の方法 



ただし、一般会計等を除く一部の連結対象団体（会計）においては、各団体の財務書類作

成時に適用した減価償却方法によっています。 

 

⑸ 引当金の計上基準及び算定方法  

① 投資損失引当金  

市場価格のない投資及び出資金のうち、連結対象団体（会計）に対するものについ

て、実質価額が著しく低下した場合における実質価額と取得価額との差額を計上して

います。 

② 徴収不能引当金  

未収金については、過去５年間の平均不納欠損率により、徴収不能見込額を計上して

います。 

長期延滞債権については、過去５年間の平均不納欠損率により、徴収不能見込額を計

上しています。  

③ 退職手当引当金  

期末自己都合要支給額を計上しています。 

④ 損失補償等引当金  

履行すべき額が確定していない損失補償債務等のうち、地方公共団体の財政の健全化

に関する法律に規定する将来負担比率の算定に含めた将来負担額を計上しています。 

⑤ 賞与等引当金  

翌年度６月支給予定の期末手当及び勤勉手当並びにそれらに係る法定福利費相当額の

見込額について、それぞれ本会計年度の期間に対応する部分を計上しています。 

ただし、一般会計等を除く一部の連結対象団体（会計）においては、各団体の財務書類作

成時に適用した計上方法によっています。 

 

（6）リース取引の処理方法 

① ファイナンス・リース取引 

通常の売買取引に係る方法に準じた会計処理を行っています。 

ただし、リース期間が１年以内のリース取引及びリース料総額が３００万円以下のファ

イナンス・リース取引については、通常の賃貸借取引に係る方法に準じた会計処理を行

っています。 

② オペレーティング・リース取引 

通常の賃貸借取引に係る方法に準じた会計処理を行っています。 

ただし、一般会計等を除く一部の連結対象団体（会計）においては、各団体の財務書類作

成時に適用した処理方法によっています。 

 

 



⑺ 資金収支計算書における資金の範囲  

現金（手許現金及び要求払預金）及び現金同等物（長崎市資金管理及び運用方針にお

いて、歳計現金等の保管方法として規定した預金等をいいます。）  

なお、現金及び現金同等物には、出納整理期間における取引により発生する資金の受

払いを含んでいます。 

ただし、一般会計等を除く一部の連結対象団体（会計）においては、各団体の財務書類作

成時に適用した資金の範囲によっています。 

 

⑻ 消費税等の会計処理 

消費税等の会計処理は、税込方式によっています。 

ただし、一部の連結対象団体（会計）については、税抜方式によっています。 

 

⑼ その他財務書類作成のための基本となる重要な事項  

① 物品及びソフトウェアの計上基準 

物品については、取得価額又は見積価格が50万円（美術品は300万円）以上の場合に資

産として計上しています。 

ソフトウェアについても物品の取扱いに準じています。 

② 資本的支出と修繕費の区分基準 

資本的支出と修繕費の区分基準については、金額が60万円未満であるとき、又は明ら

かに通常の維持管理や原状回復の費用であるときに修繕費として処理しています。 

ただし、一般会計等を除く一部の連結対象団体（会計）においては、各団体の財務書類作

成時に適用した処理方法によっています。 

 

2 偶発債務  

⑴ 保証債務及び損失補償債務負担の状況  

他の団体の金融機関等からの借入債務に対し、保証を行っています。 

団体名 確定債務額 

履行すべき額が確定していない 

損失補償債務等 
総額 

損失補償等引当

金計上額 

貸借対照表未計

上額 

長崎県林業公社 - 27百万円 - 27百万円 

計 - 27百万円 - 27百万円 

 

 

⑵ 係争中の訴訟等  

係争中の訴訟等で損害賠償等の請求を受けている主なものは次のとおりです。 



① 長崎地裁平成29年（ワ）第520号 

損害賠償請求事件 27百万円 

② 長崎地裁平成30年（行ウ）第8号 

依願免職処分取消等請求事件 1百万円 

③ 長崎地裁平成30年（行ウ）第10号 

損害補填住民訴訟事件 276百万円 

④ 長崎地裁平成31年（ワ）第114号 

損害賠償等請求事件 35百万円 

 

3 追加情報 

⑴ 連結対象団体（会計）  

団体（会計）名 区分  連結の方法 比例連結

割合 

観光施設事業特別会計 地方公営企業会計 全部連結 －  

中央卸売市場事業特別会計 地方公営企業会計 全部連結 －  

生活排水事業特別会計 地方公営企業会計 全部連結 －  

駐車場事業特別会計（一部） 地方公営企業会計 全部連結 －  

水道事業会計 地方公営企業会計 全部連結 －  

下水道事業会計 地方公営企業会計 全部連結 －  

国民健康保険事業特別会計 

（事業勘定） 

公営事業会計 全部連結 －  

国民健康保険事業特別会計 

（直診勘定） 

公営事業会計 全部連結 －  

介護保険事業特別会計 公営事業会計 全部連結 －  

後期高齢者医療事業特別会計 

（一部） 

公営事業会計 全部連結 －  

長崎県市町村総合事務組合 広域連合 比例連結 30.02％ 

長崎県後期高齢者医療広域連合 一部事務組合 比例連結 33.90％ 

長崎市立病院機構 地方独立行政法人 全部連結 －  

（一財）長崎市野母崎振興公社 第三セクター等 全部連結 －  

（社福）長崎市社会福祉事業団 第三セクター等 全部連結 －  

長崎つきまち（株） 第三セクター等 全部連結 －  

（一財）長崎市勤労者ｻｰﾋﾞｽｾﾝﾀｰ 第三セクター等 全部連結 －  

（一財）長崎ﾛｰﾌﾟｳｪｲ・水族館 第三セクター等 全部連結 －  

（株）長崎高島水産センター 第三セクター等 全部連結 －  



（一財）長崎市地産地消振興公社 第三セクター等 全部連結 －  

（公財）長崎市スポーツ協会 第三セクター等 全部連結 －  

（一財）クリーンながさき 第三セクター等 全部連結 －  

 

連結の方法は次のとおりです。 

① 地方公営企業会計及び公営事業会計は、すべて全部連結の対象としています。 

② 一部事務組合・広域連合は、各構成団体の経費負担割合等に基づき比例連結の対象と

しています。  

③ 地方独立行政法人は、すべて全部連結の対象としています。  

④ 第三セクター等は、出資割合等が50％を超える団体（出資割合等が50％以下であって

も業務運営に実質的に主導的な立場を確保している団体を含みます。）は、全部連結

の対象としています。 

 

⑵ 出納整理期間 

地方自治法第235条の5に基づき、出納整理期間を設けられている団体（会計）におい

ては、出納整理期間における現金の受払い等を終了した後の計数をもって会計年度末

の計数としています。 

なお、出納整理期間を設けていない団体（会計）と出納整理期間を設けている団体

（会計）との間で、出納整理期間に現金の受払い等があった場合は、現金の受払い等

が終了したものとして調整しています。  

 

⑶ 百万円未満を四捨五入して表示しているため、合計金額が一致しない場合がありま

す。 

 

⑷ 売却可能資産の範囲及び内訳は、次のとおりです。  

① 範囲 

ア 現に公用もしくは公共用に供されていない公有財産 

（一時的に賃貸している場合を含む） 

イ 近い将来売却が予定されると判断される資産 

② 内訳 

事業用資産 土地 898,713千円（1,634,504千円） 

令和2年3月31日時点における売却可能価額を記載しています。 

売却可能価額は、地方公共団体の財政の健全化に関する法律における評価方法によ

っています。 

上記の（ 1,634,504千円）は貸借対照表における簿価を記載しています。 


